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事故等調査実施要領通則 
 

平成２０年１０月 １日 委員会決定 

 

一部改正 平成２２年１２月１７日 委員会決定 

平成２４年 ３月２３日 委員会決定 

平成２９年 ５月１７日 委員会決定 

改正 令和２年５月２７日運委参第６号 

改正 令和２年１０月２３日運委参第６０号 

 

 

１ 事故等調査の目的 

  事故等調査（運輸安全委員会設置法（昭和４８年法律第１１３号。以下「法」とい

う。）第１５条第１項に規定する事故等調査をいう。以下同じ。）は、事故及びその

兆候（以下「事故等」という。）に関する事実調査を実施することにより事実を認定

し、これについて必要な解析を行い、これらに基づいて事故等の原因（事故について

は、事故に伴い発生した被害の原因を含む。以下同じ。）の究明を行い、もって事故

等を生ずるに至った要因及び事故に伴い被害を生ずるに至った要因の排除に資し、事

故等の防止及び事故が発生した場合における被害の軽減を図るものとする。 
  なお、運輸安全委員会（以下「委員会」という。）の事故等調査は、事故等の責任の

追及（apportion blame or liability）のために行うものではない。 

２ 事故等調査の開始 

  委員会は、法第２０条及び第２１条の規定による事故等の発生の通報があったとき、

その他事故等が発生したことを知ったとき又は委員会が法第２５条第３項の外国の当

局が行う航空事故等に関する調査の一部を行うことに両国が合意したときは、直ちに

当該事故等の調査を開始しなければならない。ただし、運輸安全委員会運営規則（平

成２０年運輸安全委員会規則第１号）第５条第２項各号に掲げる船舶事故等（以下

「軽微な船舶事故等」という。）については、遅滞なく調査を開始するものとする。 

３ 主管調査官の指名 

 (1) 委員会が事故等調査を行う場合には、当該事故等を所掌する首席事故調査官又は

地方事務所長は、当該事故等調査を担当する事務局の職員（以下「調査官」とい

う。）を指名するとともに、調査官のうちから事実調査を主管する者（以下「主管

調査官」という。）を指名するものとする。ただし、特に重大な事故（運輸安全委

員会運営規則第１条第２項に規定する特に重大な事故をいう。以下同じ。）の主管

調査官は、原則として首席事故調査官とする。 

 (2) 首席事故調査官は、(1)の規定による指名の後、速やかに委員会又は当該事故を担

当する部会に報告しなければならない。ただし、地方事務所長にあっては、遅滞な

く首席事故調査官を経由して行うものとする。 

４ 専門委員の指名等 
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  委員会は、事故等調査に必要があると認めるときは、当該事故等について調査すべき

分野を指定して、専門委員となるべき者を指名し、国土交通大臣に申し出るものとす

る。 

５ 主管調査官の現場派遣 

  委員会は、事故等が発生した場合には、主管調査官及び調査官を現場に派遣するもの

とする。ただし、特に重大な事故以外の事故等であって、委員会が当該事故等の態様

等にかんがみ必要がないと認めるもの及び軽微な船舶事故等については、この限りで

ない。 

６ 委員長等の現場派遣 

 (1) 委員会は、事故等調査に必要があると認めるときは、委員長又は委員を現場に派

遣するものとする。 

 (2) 委員会は、法第１４条第２項の規定により国土交通大臣が専門委員を任命した場

合であって、必要があると認めるときは、専門委員を現場に派遣するものとする。 

７ 日本国の領域外で発生した航空事故等の調査 

 (1) 調査の実施 

    委員会は、日本国の領域外で発生した航空事故及び航空事故の兆候（以下「航空

事故等」という。）について、国際民間航空条約及びその附属書又は二国間航空協

定（以下「条約等」という。）の定めるところにより、当該航空事故等の調査を実

施するものとする。ただし、特定調査を行うものを除く。 
 (2) 調査への参加 

    委員会は、日本国が調査実施国でない航空事故等であって、次に掲げるものにつ

いて、委員会が必要と認めるときは、条約等の定めるところにより、代表を指名

し、当該航空事故等の調査に参加させるものとする。 

    ① 日本国が登録国、運航者国、設計国又は製造国である航空機に係るもの 

    ② 調査実施国の要請に応じて、日本国が情報、施設又は専門家を提供するもの 

    なお、条約等の定めるところにより、調査実施国から調査に参加するよう特に要

請があった場合は、代表を指名し、当該航空事故等の調査に参加させるものとす

る。また、日本国が公海における事故の現場に最も近い国であった場合は、可能な

支援を行うとともに、登録国の要請に応じるものとする。 
 (3) 顧問の指名 

    委員会は、代表を補佐するため、顧問を指名するものとする。日本国が登録国又

は運航者国であった場合は、運航者から提案された者を顧問に指名するものとし、

また、日本国が設計国又は製造国であった場合は、航空機の型式設計又は最終組立

てについて責任を有する組織から提案された者を顧問に指名することができるもの

とする。 

 (4) 日本国民が死亡又は重傷を負った場合 
    委員会は、日本国が調査実施国でない航空事故であって、日本国民が死亡又は重

傷を負ったものについて、委員会が特に必要と認めるときは、条約等の定めるとこ

ろにより、専門家を指名するものとする。 
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８ 航空事故等調査への関係国の参加等 

 (1) 関係国から要請があった場合 

    委員会は、日本国が調査実施国である航空事故であって、次に掲げるものについ

て関係国から要請があったときは、条約等の定めるところにより、当該関係国の代

表又は顧問を当該航空事故等の調査に参加させるものとする。 
    ① 当該関係国が登録国、運航者国、設計国又は製造国である航空機に係るもの 

    ② 日本国の要請に応じて、当該関係国が情報、施設又は専門家を提供するもの 

 (2) 委員会が必要と認める場合 

    委員会は、特に必要と認めるときは、条約等の定めるところにより、登録国、運

航者国、設計国、製造国、その他関係国へ調査の参加を要請し、当該関係国の代

表、顧問又は専門家を調査に参加させるものとする。 

 (3) 自国民が死亡又は重傷を負った国の場合 
    委員会は、日本国が調査実施国である航空事故であって、自国民が死亡又は重傷

を負った国から要請があったときは、条約等の定めるところにより、当該国の専門

家が有する権限を認めるものとする。 

９ 航空機事故共同調査委員会の委員等の指名又は委嘱 

  委員会は、在日米軍に係る航空事故であって、「航空交通管制に関する合意」（昭和

２７年６月２５日、日米合同委員会承認）に基づき共同調査を行うべきものが発生し

た場合には、委員長、委員、専門委員、事務局の職員又は関係行政機関の職員のうち

から、この合意に基づく航空機事故共同調査委員会の委員及び顧問となるべき者を指

名又は委嘱するものとする。 

10 事故等調査報告書等の公表 

  委員会は、原則として１年以内を目標に、可能な限り速やかに事故等調査報告書を公

表するものとする。ただし、特定調査にあっては、この限りでない。 

  また、事故等調査を終える前においても、当該事故が特に重大な事故であること、事

故等が発生した日から１年以内に事故等調査を終えることが困難であると見込まれる

状況にあることその他の事由により必要があると認めるときは、事故等調査の経過を

公表するものとする。 

11 事実調査 

 (1) 事実調査の内容 

   １の事実調査は、当該事故等に係る情報の入手、物件の収集及び損壊状況の調査を

行うとともに、必要に応じ事実を認定するための試験研究を行うものとする。 

 (2) 現場調査 

    ① 委員会が事故等の現場において行う事実調査（以下「現場調査」という。）

は、次に掲げる者が行う。 

     ・ 現場に派遣された委員長、委員、専門委員及び事務局の職員 

     ・ 法第２２条第１項の規定により援助を行う国土交通省の職員 
     ・ 関係行政機関の職員で委員会が委嘱するもの 

     ・ 事故等調査に関し学識経験を有する者で委員会が委嘱するもの 
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     ・ 法第１９条第１項の規定により事務の委託を受けた者 

    ② 現場に派遣された委員長、委員又は主管調査官は、現場調査を行う場合にお

いて必要があると認めるときは、①に規定する者及び８により調査に参加する

関係国が指名した代表若しくは顧問又は提供した専門家のうちから現場調査団

を編成することができる。 

    ③ 主管調査官は、委員長又は委員の指示に従い、当該現場調査団を統轄するも

のとする。 

    ④ 委員長、委員又は主管調査官は、現場調査が終了したときは、当該現場調査

団の編成を解くものとする。 

 (3) 運輸事業者等による支援 

    ① 現場調査の実施に当たって、特に必要と認められる場合には、事故原因の究

明に係る参考人又は事故現場における調査活動に対する役務提供者として、運

航会社、運行会社又は航空機設計者等（以下「運輸事業者等」という。）の支

援を受けることができる。 

    ② ①の運輸事業者等による支援は、委員会の監督の下に置くとともに、委員会

が要請した事項に限るものとする。 

 (4) 現場調査の発表 

    ① 現場調査により知り得た事実は、可能な限り発表するよう努めるものとす

る。 

    ② 現場調査の経過の発表については適宜これを行うこととし、当該調査により

知り得た事実についてはその終了後行うことを旨とする。 

    ③ 委員会が行う①及び②に規定する発表は、委員会において行うことを原則と

するが、状況に応じて、委員長、委員又は主管調査官が現地においても、可能

な限り行うものとする。 

 (5) 事実調査に参加した者の報告等 

    ① 事実調査に参加した者は、知り得た情報を速やかに委員長、委員又は主管調

査官に報告しなければならない。 

    ② 事実調査に参加した者は、委員長、委員又は主管調査官の許可を受けなけれ

ば、その知り得た情報を漏らしてはならない。 

12 関係行政機関等への情報提供 

  委員会は、事故等調査の過程において、事故等の防止並びに被害の軽減を図るために

有益な情報を認めたときは、関係行政機関の長その他必要があると認める者に対し、

速やかに当該情報を提供するものとする。 

13 関係行政機関等に対する意見照会 

  委員会は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関

の長等に対し、運輸安全委員会運営規則第５条第１項各号に定める書面に関する意見

を求めるものとする。 

14 死亡者・重傷者 

 (1) 死亡者の考え方は以下のとおりとする。 
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    ① 航空事故 

      航空事故により当該航空事故の発生後７日以内に死亡したもの 

    ② 鉄道事故 

      鉄道運転事故等報告書等の様式を定める告示（平成１３年国土交通省告示第

１３８７号）及び軌道事故等報告規則（昭和６２年運輸省・建設省告示第１

号）に定めるもの 

    ③ 船舶事故 

      船舶事故による死亡者 

 (2) 重傷者の考え方は以下のとおりとする。 

    ① 航空事故 

      国際民間航空条約第１３附属書に定めるもの 

    ② 鉄道事故 

      鉄道運転事故等報告書等の様式を定める告示及び軌道事故等報告規則に定め

るもの 

    ③ 船舶事故 

      海上事故又は海上インシデントの安全調査のための国際基準及び勧告される

方式に関するコードに定めるもの 

15 この要領に定めるもののほか、事故等調査の実施について必要な事項は別に定める。 

   附 則 

 この要領は、平成２０年１０月１日から施行する。 

   前 文（抄）（平成２２年１２月１７日運委参第４６８号） 

 平成２２年１２月１７日から施行する。 

   前 文（抄）（平成２４年３月２３日運委参第６２３号） 

 平成２４年３月２３日から施行する。 

前 文（抄）（平成２９年５月１７日運委参第４１号） 

 平成２９年５月１７日から施行する。 

附 則（令和２年５月２７日運委参第６号） 

この改正は、令和２年６月１８日から施行する。 

附 則（令和２年１０月２３日運委参第６０号） 

この改正は、令和２年１１月５日から施行する。 

 


